
課：

一般財源(物件費充当分のみ) 5,270 ー ー ー 7,480

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 5,654 ー ー ー

　物件費計 5,270 ー ー ー 7,480 70.5%

　人件費計 384 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 384 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.05人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

障害児通所支援サ―ビスの利用に関する相談、申請及び支給決定。

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

障害児の適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活が営むことができている。

対象者(受益者) 療育を必要とする障害児

現状・課題 障害児の適性により、自立した日常生活又は社会生活が営むことが困難。

事業の概要
児童福祉法に基づく、障害児通所支援サ―ビス（児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサ―ビス、保育所等
訪問支援、居宅訪問型児童発達支援）及び障害児相談支援サ―ビスの提供（相談・申請、支給決定に係る部分）

年間の主な事務

根拠法令等 児童福祉法

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2012（H24）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 非選択的区分

施策目標 10.障害者が自立し、社会参加ができるまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 義務的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 250

事務事業名称 障害児相談・通所支援事業



① 人 人 人 人

② 人 人 人 人

③ 人 人 人 人

④ 人 人 人 人

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

根拠法令に基づき適切に実施
R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

障害児通所支援についての情報周知が行き届きつつあり、ここ数年の傾向として、右肩上がりで利用者の増加となっている。

R6 R7 R8 R9 単位
指
標

指
標

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

障害児支援サ―ビスの支給決定を行う。（居宅訪問型
児童発達支援）

人 0 ー ー ー

障害児支援サ―ビスの支給決定を行う。（保育所等訪
問支援）

人 265 ー ー ー

障害児支援サ―ビスの支給決定を行う。（放課後等デイ
サ―ビス）

人 1,330 ー ー ー

障害児支援サ―ビスの支給決定を行う。（児童発達支
援）

人 511 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 621 ー ー ー 264

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 852 ー ー ー

　物件費計 621 ー ー ー 264 235.2%

　人件費計 231 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 231 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.03人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

措置入所が必要となった場合に法令等に基づき手続きを行う。

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

市の措置で障害者支援施設等に入所させ、障害者の福祉の向上が図られている。

対象者(受益者) やむを得ない事由により契約で障害福祉サ―ビスを受けることが困難な障害者

現状・課題
障害者支援施設等への入所を必要とする障害者が、やむを得ない事由により契約で障害福祉サ―ビスを受けることが
著しく困難。

事業の概要
障害者支援施設等への入所を必要とする障害者が、やむを得ない事由により契約で障害福祉サ―ビスを受けることが
著しく困難な場合、市による措置入所手続きを行う。

年間の主な事務

根拠法令等 身体障害者福祉法、知的障害者福祉法

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2012（H24）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 非選択的区分

施策目標 10.障害者が自立し、社会参加ができるまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 義務的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 253

事務事業名称 障害者施設入所措置事業



① 件 件 件 件

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

根拠法令に基づき適切に実施
R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

虐待対応でやむを得ない入所措置で対応すべき事案が１件発生し、適切に措置を行った。

R6 R7 R8 R9 単位
指
標

指
標

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

やむを得ない事由が生じた場合に措置入所の決定を
行う。

件 1 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 0 ー ー ー 0

歳入計(物件費に充当される特定財源) 13,402 ー ー ー 12,568

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

13,402 ー ー ー 12,568

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 22,129 ー ー ー

　物件費計 0 ー ー ー 0 0.0%

　人件費計 22,129 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 2,448 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 19,681 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.83人 ― ― ―

2.56人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

精神障害者保健福祉手帳移譲事務交付金の申請

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

障害者手帳が交付されることで、障害者の社会参加促進が図られ、地域で自立した生活を送ることができている。

対象者(受益者) 身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付が必要な障害のある市民

現状・課題 障害があるため社会参加が難しく、自立支援を必要としている。

事業の概要
身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付手続きを行う。身体障害者の障害程度の審査に関する調査
審議、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第２項に規定する医師の指定等を行う枚方市社会福祉審議
会　審査部会の運営。

年間の主な事務

根拠法令等 身体障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法、大阪府療育手帳に関する規則

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 1949（S24）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 非選択的区分

施策目標 10.障害者が自立し、社会参加ができるまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 義務的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 255

事務事業名称 障害者手帳交付事務



① 件 件 件 件

② 件 件 件 件

③ 件 件 件 件

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

障害者が必要な福祉サービスを受けることができるよう、障害者手帳の交付を行う。
R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳及び療育手帳の３手帳については、いずれも交付件数は増加しているが、障害者が福祉サービス受けるた
めの基礎となる手帳の適切な交付を行った。

R6 R7 R8 R9 単位
指
標

指
標

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

手帳交付申請を受理する。（精神障害者保健福祉手帳） 件 793 ー ー ー

手帳交付申請を受理する。（療育手帳） 件 178 ー ー ー

手帳交付申請を受理する。（身体障害者手帳） 件 1,159 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 2,384 ー ー ー 0

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 5,075 ー ー ー

　物件費計 2,384 ー ー ー 0 0.0%

　人件費計 2,691 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 2,691 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.35人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

・障害者の就労支援を行う事業所の職員を対象とした研修会の企画・運営
・障害のある当事者を対象とした研修会の企画・運営

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

福祉施設から一般就労を希望する障害者に対し、その適性とニ―ズに沿った就労をマッチングし職場定着が実現される
こと、及び福祉施設で働く障害者の工賃向上が図られ、障害者の自立と社会参加が実現されている。

対象者(受益者) 一般就労を希望する障害者及び福祉施設で働く障害者

現状・課題
一般就労を希望する障害者と採用を希望する企業とのマッチングが難しいこと、及び福祉施設で働く障害者の工賃を引
き上げることが困難なこと。

事業の概要
福祉施設から一般就労を希望する障害者が障害の種別や特性に応じた就労に結びつくよう、地域の就労支援機関と連
携しながら、障害福祉サ―ビス事業所の活動への支援を実施する。また、工賃向上に向けた支援等を実施する。

年間の主な事務

根拠法令等 各事業要綱、決裁

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2014(H26)年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 任意的区分

施策目標 10.障害者が自立し、社会参加ができるまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 任意的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 256

事務事業名称 障害者就労支援強化事業



① 回 回 回 回

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

引き続き障害者の就労を支援するため、事業を実施していく。
R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

障害のある人も、健常者と一緒に社会の一員として働くことが実現できた状態

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

職場体験実習の機会が増えるなど、障害者の求職活動が活発となった。また、障害者が参加する事業については、昨年度については、参加者が目標を
上回った。

145 ― ― ― 人

事業に参加した障害者数 福祉施設から一般就労へ移行した障害者の人数

80 95 109 120 人

51 ― ― ― 人

R6 R7 R8 R9 単位

40 45 50 55 人

福祉施設から一般就労を希望する障害者の就労が実現す
る。

指
標

事業に参加した障害者数

指
標

福祉施設から一般就労へ移行した障害者の人数

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

障害者就労支援の機会に対象者が参加する。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

障害者の就労支援にかかる事業を実施する。 回 2 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 202,609 ー ー ー 183,519

歳入計(物件費に充当される特定財源) 442,811 ー ー ー 489,690

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

157,765 ー ー ー 164,277

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 285,046 ー ー ー 325,413

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 763,294 ー ー ー

　物件費計 645,420 ー ー ー 673,209 95.9%

　人件費計 117,874 ー ー ー

ー

附属機関委員 2,570 ー ー ー

会計年度任用職員 13,422 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 101,882 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 20.00人 ― ― ―

任期付職員 1.60人 ― ― ―

会計年度任用職員 4.55人 ― ― ―

12.21人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

障害区分の認定、介護給付・訓練等給付に関する相談・申請、支給決定、 更生医療の給付

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

必要な障害福祉サ―ビスの給付等の支援により、障害者の適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活が営むことがで
きている。

対象者(受益者) 自立した日常生活又は社会生活が営むため障害福祉サ―ビスの給付等を必要とする障害者

現状・課題 障害者の適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活が営むことが困難。

事業の概要

障害者の適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活が営むことができるよう、必要な障害福祉サ―ビスの給付等の支
援を行う。
障害者総合支援法に基づく、障害区分認定、介護給付・訓練等給付の実施（相談・申請、支給決定に係る部分）、 更生医療
の給付

年間の主な事務

根拠法令等 障害者総合支援法

関係附属機関等 障害支援区分認定審査会

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2006（H18）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 非選択的区分

施策目標 10.障害者が自立し、社会参加ができるまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 義務的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 258

事務事業名称 障害者総合支援法に基づく自立支援給付事業



① 件 件 件 件

② 人 人 人 人

③ 件 件 件 件

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

根拠法令に基づき適切に実施
R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

障害福祉サービスの情報周知や権利意識の高まりから、利用者数は年々右肩上がりで増加している。

R6 R7 R8 R9 単位
指
標

指
標

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

更生医療の給付申請を受理する。 件 1,171 ー ー ー

障害福祉サ―ビスの支給決定を行う。 人 6,715 ー ー ー

障害支援区分認定が必要な対象者を精査し、申請を受
理する。

件 1,304 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 322 ー ー ー 4,689

歳入計(物件費に充当される特定財源) 1,313 ー ー ー 2,487

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

437 ー ー ー 835

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 876 ー ー ー 1,652

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 11,706 ー ー ー

　物件費計 1,635 ー ー ー 7,176 22.8%

　人件費計 10,071 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 10,071 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.53人 ― ― ―

1.31人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業に関する相談、申請受理及び支給決定を行う。
（移動支援事業及び日中一時支援事業の相談、申請、支給決定事務を実施）

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

障害者の特性に応じて、自立した日常生活又は就労を含む社会生活を営むことができている。

対象者(受益者) 自立した日常生活又は就労を含む社会生活を営むため、サ―ビスを必要とする障害者

現状・課題 障害者の適性に応じ、自立した日常生活又は就労を含む社会生活を営むことが困難。

事業の概要
雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業(相談、申請、支給決定を所管）
（その他、障害企画課所管の移動支援事業及び日中一時支援事業のうち、相談、申請、支給決定事務を所管）

年間の主な事務

根拠法令等 障害者総合支援法、雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業実施要綱

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2006（H18）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 任意的区分

施策目標 10.障害者が自立し、社会参加ができるまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 任意的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 259

事務事業名称 障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業



① 人 人 人 人

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

障害福祉サービスの利用を通じて、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、今後も事業を実施す
る。

R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

同事業の利用者が増加することで、就労の機会が保障され、重度障害者の社会参加の促進に繋がる。

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

従前からの利用者による継続利用のみの結果となった。重度障害者の就労については、対象者が非常に限られるものであるが、引き続き就労促進の
取組を進めていくことが求められる。

54 ― ― ― 日

支給決定人数 延べ利用日数

120 120 120 120 日

1 ― ― ― 人

R6 R7 R8 R9 単位

3 3 3 3 人

障害者の特性に応じて、自立した日常生活又は社会生活が
営むことができる。

指
標

雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業の
支給決定人数

指
標

雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業の延
べ利用日数

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

対象者がサ―ビスを受給する。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別
事業の支給決定を行う。

人 1 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 891 ー ー ー 4,505

歳入計(物件費に充当される特定財源) 2,657 ー ー ー 4,904

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

885 ー ー ー 1,644

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 1,772 ー ー ー 3,260

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 4,394 ー ー ー

　物件費計 3,548 ー ー ー 9,409 37.7%

　人件費計 846 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 846 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.11人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

・成年後見制度活用の審判請求に係る費用助成の相談、申請受理、支給決定を行う。
・後見人等への報酬助成の相談、申請受理、支給決定を行う。

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

市長が成年後見制度活用の審判請求等を行い、審判請求に係る費用の全部または一部を助成することや後見人等への
報酬の支払いが困難な障害者に対して支援金を交付するなどを低所得者も対象に実施することにより、成年後見制度
が円滑に利用できている。

対象者(受益者)
障害により判断能力が十分でない障害者等の権利擁護のため成年後見制度の利用を必要とする障害者/裁判所から選
任された後見人等

現状・課題
障害により判断能力が十分でなく、親族等による援助が見込めないため、成年後見制度を利用したいが、制度を受ける
ための費用や後見人等への報酬の支払いが困難

事業の概要

障害により判断能力が十分でなく、親族等による援助が見込めない障害者等の権利擁護のため、市長が成年後見制度活
用の審判請求を行い、審判請求に係る経費の助成に加え、生活保護受給者等、後見人等への報酬の支払いが困難な被後
見人に対し報酬の助成を行っている。
令和3年度より、助成の対象を市長申し立てに限らないこととし、生活保護受給者等、収入や資産等の状況から、申し立
て費用及び報酬の支払いが困難な障害者等にも対象を拡大し、助成を実施。

年間の主な事務

根拠法令等
障害者総合支援法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、成年後見制度に基づく市長の審判請求に
関する要綱、枚方市成年後見制度等利用支援金交付要綱

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 枚方市成年後見制度等利用補助金 補助金性質： その他補助

事業期間 事業開始 ： 2015（H27）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 任意的区分

施策目標 10.障害者が自立し、社会参加ができるまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 任意的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 261

事務事業名称 成年後見制度利用支援事業（障害者）



① 件 件 件 件

② 件 件 件 件

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

引き続き、制度の周知や相談窓口の案内に取り組み、潜在的なニーズを相談や利用申請に繋げていく。
R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

成年後見制度に係る費用助成を通じて、権利擁護が必要な障害者が漏れなく円滑な制度利用に繋がる。

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

支援金の交付件数は増加傾向にあり、成年後見制度の円滑な利用に繋がっているものと考えられる。

15 ― ― ― 人

支給決定件数 成年後見制度利用者数

30 30 35 35 人

15 ― ― ― 件

R6 R7 R8 R9 単位

30 30 35 35 件

対象者が成年後見制度が円滑に利用できている。

指
標

後見人等への報酬助成の支給決定件数

指
標

後見人等への報酬助成による成年後見制度利用者数

R6 R7 R8 R9

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
②

説
明

後見人等への報酬助成の支給決定を行う。

ア
ウ
ト
カ
ム
②

説
明

単位

1 ― ― ― 人

支給決定件数 成年後見制度利用者数

5 5 5 5 人

1 ― ― ― 件

R6 R7 R8 R9 単位

5 5 5 5 件

対象者が成年後見制度が円滑に利用できている。

指
標

成年後見の審判請求に係る費用助成の支給決定件数

指
標

成年後見の審判請求に係る費用助成による成年後見制度利用
者数

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

成年後見の審判請求に係る費用助成の申請支給決定を行
う。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

後見人等への報酬助成の支給決定を行う。 件 15 ー ー ー

成年後見の審判請求に係る費用助成の支給決定を行
う。

件 1 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 0 ー ー ー 0

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 77 ー ー ー

　物件費計 0 ー ー ー 0 0.0%

　人件費計 77 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 77 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.01人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

精神障害者の地域生活支援に係る窓口として、相談・助言を行う。

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

相談・助言等により、精神障害者が地域で生活するうえでの困りごとが解消されている。

対象者(受益者) 日常生活や障害福祉サ―ビス等について相談を必要とする精神障害者等

現状・課題 精神障害者が地域で生活するうえで様々な困りごとがある。

事業の概要
精神障害者の地域生活支援に係る窓口として、相談・助言を行い、精神障害者の社会復帰、自立と社会参加等の促進を
図る。

年間の主な事務

根拠法令等 決裁

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2002（H14）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 任意的区分

施策目標 10.障害者が自立し、社会参加ができるまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 任意的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 263

事務事業名称 精神障害者等の地域生活支援事業



① 件 件 件 件

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

地域で生活する精神障害者に対し、専門的な立場から相談・助言を行い、精神障害者の社会復帰、自立と社会参加の
促進を図る。

R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

精神障害者等の心身の状態や社会参加のニ―ズに応じた適切な支援体制が住み慣れた地域において確保される。

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

相談業務に従事する有資格者を募集するも採用に至らず、人材の確保ができなかったことから、ケースワーカーによる通常業務の一環として個別対応
を実施。

100 ― ― ― %

窓口等での精神障害者からの相談件数 （障害福祉サ―ビス支給決定者数/相談件数）×１００

100 100 100 100 %

1,781 ― ― ― 件

R6 R7 R8 R9 単位

2,000 2,100 2,200 2,300 件

精神障害者が地域で生活するうえでの困りごとが解消され
る。

指
標

相談件数

指
標

相談件数に対する困りごとが解消された割合

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

精神障害者の地域生活支援の窓口として、相談や助言を受
けることができる。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

精神障害者の地域生活支援に係る窓口として、相談・
助言を行う。

件 1,781 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 3,724 ー ー ー 3,853

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 4,570 ー ー ー

　物件費計 3,724 ー ー ー 3,853 96.7%

　人件費計 846 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 846 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.11人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

福祉移送サ―ビス運転者養成講習会の開催

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

福祉移送サ―ビスの提供を通じて、障害者等が安心して外出できる社会が実現できている。

対象者(受益者) バス・鉄道等の利用による外出が困難な障害者等

現状・課題 障害や介護が必要なために、公共交通機関の利用による日常的な外出に困難を抱えている。

事業の概要

〈福祉移送サ―ビス〉事前に会員登録、利用予約すれば、発着地のいずれかが枚方市内にあれば、タクシ―運賃のおおむ
ね8割程度の料金で移送サ―ビスが受けられる。
〈共同配車事業〉
・利用者が個々の福祉移送サ―ビス事業所に会員登録するのではなく、共同配車センタ―に会員登録すると、自分の条
件に合う福祉移送サ―ビス事業所から車両を配車
・一般持ち込み車両（セダン含）の適正な運行・安全を一元管理

年間の主な事務

根拠法令等 道路運送法

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2003（H15）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 任意的区分

施策目標 10.障害者が自立し、社会参加ができるまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 任意的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 266

事務事業名称 福祉移送サ―ビス共同配車事業



① 人 人 人 人

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

見直し 廃止 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

利用者の長期減少傾向が続いており、事業の廃止に向けて取り組みを進める。
R７年度
方向性 廃止

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

高齢者や障害のある人も、外出する機会が保障された状態

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

福祉移送サービス共同配車事業は、障害者や高齢者が複数の事業所に会員登録することなく、配車サービスを受けられるようにした有意義な事業で
あり、コロナ禍後の外出機会の増加を反映し、配車回数は目標値を上回ったが新規登録者数はやや目標を下回った。

520 ― ― ― 回

共同配車センタ―に新規で会員登録した人数 共同配車センタ―を通じて配車した回数

350 400 450 500 回

28 ― ― ― 人

R6 R7 R8 R9 単位

30 35 40 45 人

障害者等が安心して外出できる。

指
標

共同配車センタ―の新規登録者数

指
標

共同配車センタ―延べ配車回数

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

個々の福祉移送サ―ビス事業所に会員登録することなく自
分の条件に合う福祉移送サ―ビス事業所から車両の配車を
受ける。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

共同配車事業を実施する。 人 520 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 5 ー ー ー 5

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 236 ー ー ー

　物件費計 5 ー ー ー 5 100.0%

　人件費計 231 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 231 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.03人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

・北河内７市の幹事市を中心に、担当ケ―スワ―カ―が企画や会議等に参加する。
・会議等の開催に必要な費用を負担金として支出する。

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

年2回程度の研究会及び外部講師を招いての講演会などを開催実施することにより、職員の資質が向上している。

対象者(受益者) 障害福祉施策に係る様々な課題と市職員の質の維持に向けて研究を行う河北内７市の障害福祉担当職員。

現状・課題 障害福祉施策に係る様々な課題の研究と障害福祉担当職員の資質向上が必要。

事業の概要
・北河内７市の障害福祉担当職員が共通の課題等について研究し、資質向上に努める。
・総会と研究会や外部講師を招いての講演会など年2回を開催を行う。

年間の主な事務

根拠法令等 決裁

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 1991（H3）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 任意的区分

施策目標 10.障害者が自立し、社会参加ができるまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 任意的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 267

事務事業名称 北河内ブロック障害者福祉研究会負担金交付事務



① 回 回 回 回

② 件 件 件 件

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

今後も法や制度の改正等が見込まれることから、円滑な制度運用のために、北河内７市で共通の課題について研究
し、理解を深め、市民サービスの向上に繋げていく。

R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

北河内7市が共同で障害福祉施策に係る様々な課題と市職員の質の維持に向けて研究を行うことで、北河内地域におけるサ―ビスや支援の質の向上、平準化に
繋がる。

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

業務繁忙などから予定どおりの開催は困難であったが、各市と調整のうえ会議を開催し、北河内７市で共通の課題についての研究、理解を深め合うこ
とができた。

100 ― ― ― %

研修会等の開催数 本市担当職員の「資質が向上した」と感じている割合

100 100 100 100 %

1 ― ― ― 回

R6 R7 R8 R9 単位

2 2 2 2 回

障害福祉担当職員の資質が向上する。

指
標

研修会等の開催数

指
標

参加職員の「資質が向上した」と感じている割合

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

研究会及び外部講師を招いての講演会などを開催する。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

北河内ブロック障害者福祉研究会負担金を支出する。 件 1 ー ー ー

担当ケ―スワ―カ―が企画や会議等に参加する。 回 1 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 3,813 ー ー ー 4,013

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 4,889 ー ー ー

　物件費計 3,813 ー ー ー 4,013 95.0%

　人件費計 1,076 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 1,076 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.14人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

事業委託先との契約、支払い手続きを行う。

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

必要な障害福祉サ―ビスの給付等と併せて実施し、障害者の特性に応じて、地域において日常生活又は社会生活が営む
ことができている。

対象者(受益者) 地域において自立した日常生活を目指す精神障害者等

現状・課題 障害者の特性に応じ、自立した日常生活又は社会生活が営むことが困難

事業の概要
精神障害者がグル―プホ―ムを体験利用することにより自立した日常生活を目指す。
(居宅生活における自立を支援する生活サポ―ト及び精神障害者を対象にグル―プホ―ムの体験利用する地域生活訓
練、精神科病院に社会的入院をしている精神障害者等の退院促進。)

年間の主な事務

根拠法令等 障害者総合支援法、枚方市地域生活訓練事業実施要綱

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2020（R2）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 選択的区分

施策目標 10.障害者が自立し、社会参加ができるまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 義務的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 270

事務事業名称 障害者総合支援法に基づく地域生活訓練事業



① 日 日 日 日

② 人 人 人 人

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

引き続き、社会的入院をしている精神障害者の退院促進に取り組むとともに、地域での生活に必要な支援体制の確
保を図る。

R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

精神科病院での長期入院患者などの地域移行が促進され、心身の状態や社会参加のニ―ズに応じた適切な支援体制が住み慣れた地域において確保されている。

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

ピアサポーターの派遣については、目標どおりに実施することができた。また、コーディネーターによる相談支援についても、目標値を上回る結果と
なった。サービスの支給決定は目標値には及ばなかったものの、コーディネーターによる相談件数を上回る実績となった。

1,781 ― ― ― 人

委託先での相談件数 精神障害者等の障害福祉サ―ビス支給決定者数

2,000 2,100 2,200 2,300 人

1,668 ― ― ― 件

R6 R7 R8 R9 単位

1,200 1,200 1,200 1,200 件

精神障害者が地域で生活するうえで必要なサ―ビスに繋
がっている。

指
標

委託先での相談件数

指
標

精神障害者等の障害福祉サ―ビス支給決定者数

R6 R7 R8 R9

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
②

説
明

コ―ディネ―タ―の活用により、対象者がサ―ビスを利用で
きる機会が増える。

ア
ウ
ト
カ
ム
②

説
明

単位

0 ― ― ― 人

ピアサポ―タ―派遣日数 精神障害者等の地域移行支援の支給決定者数

1 1 1 1 人

30 ― ― ― 日

R6 R7 R8 R9 単位

30 30 30 30 日

地域において、自立した日常生活又は社会生活が営むこと
ができる。

指
標

ピアサポ―タ―派遣日数

指
標

精神障害者等の地域移行支援の支給決定者数

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

ピアサポ―タ―が対象者に自らの体験を踏まえた助言等を
行うことで、退院や地域生活に向けた意欲が高まる。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

精神障害者等の地域生活促進に向けた体制の整備と
して、コ―ディネ―タ―を配置する。（委託）

人 3 ー ー ー

精神科病院からの退院に向けた意欲を高めるため、ピ
アサポ―タ―を派遣する。（委託）

日 30 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 69 ー ー ー 69

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 377 ー ー ー

　物件費計 69 ー ー ー 69 100.0%

　人件費計 308 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 308 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.04人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

大阪ふれあいおりがみ、すごろくの配布

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

「障がい者週間」の趣旨が広く周知されることにより、障害者を取り巻く課題について正しい理解と認識がされ、障害者
の社会参加と自立ができる地域が実現されている。

対象者(受益者)
障がい者週間(障がい者週間　12月3日から9日)の趣旨を広く周知することで、障害者を取り巻く課題についての正し
い理解と認識を持ってもらう必要がある市民

現状・課題
「障がい者週間」の趣旨が広く周知されていないため、障害者を取り巻く課題についての正しい理解と認識がされてい
ない。

事業の概要 府、市町村及び福祉団体で構成する実行委員会を結成し、街頭での啓発活動、啓発物の配布等を行う。

年間の主な事務

根拠法令等 決裁

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 1983（S58）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 非選択的区分

施策目標 10.障害者が自立し、社会参加ができるまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 義務的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 273

事務事業名称 大阪ふれあいキャンペ―ン事業負担金交付事務



① 円 円 円 円

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

障害者週間の趣旨を広く啓発し、障害者を取り巻く課題について正しい理解と認識を広めるため、引き続き事業を実
施する。

R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

障害者週間の趣旨を広く啓発するため、実行委員会で作成した啓発物の配布を予定どおり行った。

R6 R7 R8 R9 単位
指
標

指
標

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

大阪ふれあいキャンペ―ン事業負担金を交付する。 円 69,000 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 29 ー ー ー 95

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 567 ー ー ー

　物件費計 29 ー ー ー 95 30.5%

　人件費計 538 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 538 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.07人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

・障害者差別に関する相談窓口として相談事例に対応する。
・枚方市障害者差別解消支援地域協議会を開催する。

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

「枚方市障害者差別解消支援地域協議会」での協議により、障害を理由とする差別に関する相談や課題解決の取り組み
が進められている。

対象者(受益者) 関係行政機関、各関係機関・団体、障害当事者

現状・課題 法の趣旨についての認識不足により、合理的配慮の具体例等についての判断が困難。

事業の概要
平成２８年４月より、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」が施行されることに伴
い、「枚方市障害者差別解消支援地域協議会」を設置し、紛争解決に至った事例や、合理的配慮の具体例の共有・分析を
通じて、事案の発生防止のための取組み及び周知や啓発活動に係る協議等を行う。

年間の主な事務

根拠法令等 障害者差別解消法、枚方市障害者差別解消支援地域協議会設置要綱

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2016（H28）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 選択的区分

施策目標 11.すべての人がお互いの人権を尊重しあうまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 義務的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 284

事務事業名称 障害者差別解消事業



① 件 件 件 件

② 回 回 回 回

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

引き続きこれまでの取組を継続し、広報・啓発活動に取り組む。
R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

関係機関との連携により相談支援体制の強化が図られ、相談事例のうち解決に至る件数が増加するとともに、市民や事業者への周知啓発により合理的配慮への
理解が進み、障害者差別の解消に繋がっている。

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

協議会（全体会）を開催し、令和６年度の相談事例２件について意見交換を実施。関係機関との連携を通じて、相談支援体制の強化に努めた。

50 ― ― ― ％

案件数（相談事例は全て会議での案件とする） 課題解決事例の数/相談件数 ×100

100 100 100 100 ％

2 ― ― ― 件

R6 R7 R8 R9 単位

3 3 3 3 件

障害を理由とする差別に関する相談や課題解決の取組が進
められる。

指
標

案件数

指
標

障害を理由とする差別に関する相談等の課題解決率

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

紛争解決に至った事例や、合理的配慮の具体例の共有・分析
を通じて、事案の発生防止のための取組み及び周知や啓発
活動に係る協議等が行われる。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

枚方市障害者差別解消支援地域協議会を開催する。 回 1 ー ー ー

障害者差別に関する相談窓口として相談事例に対応す
る。

件 2 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 34 ー ー ー 296

歳入計(物件費に充当される特定財源) 91 ー ー ー 119

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

30 ー ー ー 38

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 61 ー ー ー 81

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 1,201 ー ー ー

　物件費計 125 ー ー ー 415 30.1%

　人件費計 1,076 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 1,076 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.14人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

・障害者虐待の通報窓口として、相談窓口として相談事例に対応する。
・枚方市障害者虐待防止関係機関会議を開催する。

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

虐待通報・相談があった場合、相談内容を関係機関で構成する障害防止ネットワ―クで検討し、虐待の防止、早期発見、
虐待を受けた障害者に対する保護や自立の支援、擁護者に対する支援が行われている。

対象者(受益者) 障害者に対する虐待に係る相談・支援を必要とする障害者等

現状・課題 虐待通報・相談をする障害者等が、虐待により自立及び社会参加に悩やんでいるため相談する場所が必要。

事業の概要
・虐待の通報・相談・届出の受付から対応までをおこなう「障害者虐待防止センタ―」を平成24年10月より設置。また、
障害者虐待防止ネットワ―クの構築を目的に関係機関会議の設置を要領で制定。
・緊急避難場所を「枚方市障害者一時保護事業」で実施。

年間の主な事務

根拠法令等 障害者虐待防止法（障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律、枚方市障害者一時保護事業実施要綱

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2012（H24）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 選択的区分

施策目標 11.すべての人がお互いの人権を尊重しあうまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 義務的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 289

事務事業名称 障害者虐待防止対策支援事業



① 件 件 件 件

② 回 回 回 回

③ 件 件 件 件

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

関係機関との連携により相談支援体制の強化が図られ、相談事例のうち解決に至る件数が増加するとともに、市民や事業者への周知啓発により障害者虐待への
理解が進み、障害者虐待の防止に繋がっている。

６．取組実績に対する自己分析・総括

7 ― ― ― 件

緊急避難場所数（短期入所事業所） 必要な支援（サ―ビス利用等）に繋がった件数（虐待認定件数）

10 10 10 10 件

7 ― ― ― か所

R6 R7 R8 R9 単位

7 7 7 7 か所

虐待の防止、早期発見、虐待を受けた障害者に対する保護や
自立の支援、擁護者に対する支援が行われる。

指
標

緊急避難場所数（短期入所事業所）

指
標

必要な支援（サ―ビス利用等）に繋がった件数（虐待認定件
数）

R6 R7 R8 R9

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
③

説
明

虐待対応に必要な緊急避難場所が設置される。

ア
ウ
ト
カ
ム
③

説
明

単位

7 ― ― ― 件

会議の中で共有・検討した案件数 必要な支援（サ―ビス利用等）に繋がった件数（虐待認定件数）

10 10 10 10 件

7 ― ― ― 件

R6 R7 R8 R9 単位

10 10 10 10 件

虐待の防止、早期発見、虐待を受けた障害者に対する保護や
自立の支援、擁護者に対する支援が行われる。

指
標

会議の中で共有・検討した案件数

指
標

必要な支援（サ―ビス利用等）に繋がった件数（虐待認定件
数）

R6 R7 R8 R9

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
②

説
明

虐待通報・相談があった場合、相談内容を関係機関で構成す
る障害防止ネットワ―クで共有、検討する。

ア
ウ
ト
カ
ム
②

説
明

単位

7 ― ― ― 件

通報・相談件数 必要な支援（サ―ビス利用等）に繋がった件数（虐待認定件数）

10 10 10 10 件

97 ― ― ― 件

R6 R7 R8 R9 単位

100 100 100 100 件

虐待の防止、早期発見、虐待を受けた障害者に対する保護や
自立の支援、擁護者に対する支援が行われる。

指
標

通報・相談件数

指
標

必要な支援（サ―ビス利用等）に繋がった件数（虐待認定件数）

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

虐待の通報・相談・届出の受付から対応までを行う。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

緊急時など必要に応じて枚方市障害者一時保護事業」
を実施する。

件 0 ー ー ー

枚方市障害者差別解消支援地域協議会を開催する。 回 1 ー ー ー

障害者虐待の通報窓口として、相談窓口として相談事
例に対応する。

件 97 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

引き続き、虐待の早期発見・早期対応に加え、障害者虐待の未然防止のために関係機関との連携強化、広報・啓発活
動に取り組む。

R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

R6
年度

相談件数は、ここ数年増加傾向で推移している。今後も関係機関と連携しながら、支援について迅速かつ適切な対応を進める。



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 9,576 ー ー ー 18,833

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 11,483 ー ー ー

　物件費計 9,576 ー ー ー 18,833 50.8%

　人件費計 1,907 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 1,061 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 846 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.36人 ― ― ―

0.11人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

住宅改造を実施することで、重度障害者が住み慣れた住宅で安心して自立した生活を送ることができている。

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

住宅改造を実施することで、重度障害者が住み慣れた住宅で安心して自立した生活を送ることができている。

対象者(受益者) 住み慣れた住宅での生活を続けることを希望する重度障害者

現状・課題
重度障害者が住み慣れた自宅で継続して暮らすには住宅改造が必要となるが、経済的な理由から工事を実施できない
世帯があること。

事業の概要 便所・浴室・玄関・廊下・階段・台所・居室等の改造で手すりの取り付けや段差解消工事にかかる費用の助成を行う。

年間の主な事務

根拠法令等 枚方市重度障害者住宅改造助成事業実施要綱

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 重度障害者等住宅改造助成事業補助金 補助金性質： その他補助

事業期間 事業開始 ： 1995（H7）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 任意的区分

施策目標 10.障害者が自立し、社会参加ができるまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 任意的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 552

事務事業名称 障害者住宅改造補助事業



① 件 件 件 件

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

重度障害者が、住み慣れた住宅できる限り長く安心して生活ができるようにするため、補助事業の適切な実施に努め
る。

R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

住宅改造を実施することで、重度障害者が住み慣れた住宅で安心して自立した生活を送ることができている状態

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

住宅改造の申請件数は、昨年度と比較するとやや減少した。重度障害者が住み慣れた住宅に安心して住み続けることができるようにするため、相談段
階から必要なアドバイスを行うなど、適切に補助事業を実施した。

100 ― ― ― ％

交付決定件数 アンケ―トで「満足」「やや満足」と回答した人数／回答者数×100

90 92 95 100 ％

18 ― ― ― 件

R6 R7 R8 R9 単位

20 25 28 30 件

重度障害者が住み慣れた住宅で安心して自立した生活を送
ることができる。

指
標

交付決定件数

指
標

利用者満足度

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

重度障害者等の住宅において、便所・浴室・玄関・廊下・階段・
台所・居室等の改造で手すりの取り付けや段差解消が行われ
る。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

重度障害者等住宅改造助成事業補助金を交付する。 件 18 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 1,655 ー ー ー 7,701

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 2,501 ー ー ー

　物件費計 1,655 ー ー ー 7,701 21.5%

　人件費計 846 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 846 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.11人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

医療的ケア児等通所支援事業補助金に係る事業者からの相談、申請受理及び交付決定を行う。

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

事業所の受入れ体制が整備され、児童発達支援及び放課後等デイサ―ビスの利用を希望する医療的ケア児等が必要な
支援を受けている状態。

対象者(受益者)
児童発達支援及び放課後等デイサ―ビスの利用を希望する医療的ケア児等及び保護者/医療的ケア児等の受入れに伴う
人員体制の整備を図る児童発達支援及び放課後等デイサ―ビスの事業所

現状・課題 医療的ケア児等の児童発達支援及び放課後等デイサ―ビスの利用希望があるものの、受入れ可能な事業者が少ない。

事業の概要

医療的ケア児等が利用可能な児童発達支援及び放課後等デイサ―ビスの事業所は限られており、通所先の確保、支援の
強化を図るため、新たに看護師を配置し、市内在住の医療的ケア児等を受け入れる市内の事業所に対して、１事業所あた
り１名の看護師を対象に、勤務した日１日につき基準額（日額8,680円）以内の額を補助し、受入れ体制の拡充を促進す
る。補助対象期間は年度単位で上限２年とし、１年目の受け入れ状況を評価した結果、２年目についても補助金交付を行
うものとする。

年間の主な事務

根拠法令等 決裁

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 枚方市医療的ケア児等通所支援事業補助金 補助金性質： その他補助

事業期間 事業開始 ： R3年度（2021年度） ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 細区分 任意的区分

施策目標 10.障害者が自立し、社会参加ができるまち 性質 社会福祉

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 任意的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 556

事務事業名称 医療的ケア児等通所支援事業



① 件 件 件 件

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

引き続き児童発達支援及び放課後等デイサービス事業所への支援を通じて、医療的ケア児等の通所先の確保、支援
の強化を図る。

R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

受け入れ体制が整備され、サ―ビス利用を希望する全ての医療的ケア児等が必要な支援を受けている。

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

事業所における看護師の人材確保に関する課題はあるものの、児童発達支援及び放課後等デイサービス事業所への支援を通じて、医療的ケア児等の
通所先の確保、支援の強化に一定つなげることができた。

51 ― ― ― 人

医療的ケア児等の受入れ可能な事業所数
医療的ケア児等のサ―ビス利用者数
（児童発達支援、放課後等デイサ―ビス等）

51 54 57 60 人

15 ― ― ― 件

R6 R7 R8 R9 単位

15 16 17 18 件

受入れ体制が整備され、サ―ビスの利用を希望する医療的
ケア児等が必要な支援を受けている。

指
標

医療的ケア児等の受入れ可能な事業所数（受け入れ児童数
が増加した既存の事業所を含む）

指
標

医療的ケア児等のサ―ビス利用者数
（児童発達支援、放課後等デイサ―ビス等）

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

補助金の交付により医療的ケア児等の受入れ先となる事業
所が拡充する。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

事業所へ補助金を交付する。 件 1 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 30 ー ー ー 295

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 13,006 ー ー ー

　物件費計 30 ー ー ー 295 10.2%

　人件費計 12,976 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 1,828 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 11,148 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.62人 ― ― ―

1.45人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

障害者総合支援法、児童福祉法等に基づく各種障害福祉サ―ビスに関する相談、申請受理及び支給決定を中心に事務
を行う。

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

障害支援課所管事務の適正かつ効率的な執行を図る。

対象者(受益者) 課職員

現状・課題 所管事務の円滑な運営を実現する。

事業の概要 障害支援課所管事務の適正かつ効率的な執行を図る。

年間の主な事務

根拠法令等 決裁

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： R4年度（2022年度） ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 9.施策体系外 細区分 行政運営区分

施策目標 99.施策体系外 性質 内部事務・行政運営

担当部署(R7年度機構) 部： 福祉事務所 障害支援課 区分 行政運営事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 938

事務事業名称 障害支援課運営事務



①

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

引き続き適正かつ効率的な運営を実施する。
R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

障害支援課所管事務の適正かつ効率的な執行に努めた。

R6 R7 R8 R9 単位
指
標

指
標

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績


